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ウガンダの経済開発

世界銀行調査団の報告ー一

IBRD. The Economic Develo炉nentof Uganda. Johns Hopkins University Press, 1962. 

まえがき

本稿が読者の手に届くころには， ウガンダは独立の肌

窟に包まれているのではないだろうか。 191止紀末以来保

護領としてイギリスの支配下にあったウガンダは， 1961

年10月の制憲会議の決定に基づいてついに1962年10月9

日に完全独立を与えられたのである。 そしていよいよ本

格的な国造りにとりかかろうとするとき，．1仕界銀行調森

団によるウガンダの経済状態の調査報告と今後とるべき

経済開発の方向についての勧告が出されたことは，•まこ

とにタイムリーといわねばな らない。

この報告書 (TheEconomic De-velopment of Uganda, 

Johns Hopkins University Press, 1962年）は， ウガンダ

政府とイギリス政府の要請により組織された経済調査団

により作成されたもので， 1961/62年度より 65/66年度

にいたる経済開発5カ年計画の基礎をなす現実的な勧告

と，それに必要な調査をまとめたものである。

調査団は，ハーバード大学教授であり， American 

Economic Associationの会長であるエドワード・ S・メ

ーソン (EdwardS. Mason)をチーフに全部で9人より

成り， うち2人は世銀スタ ッフより選ばれ， 教育につい

てはユネスコ (UNESCO)から，保健については世界保

健機構 (WHO)から 1人ずつのメンバーが派避された。

以下，若干の重複はあるが，この報告嚇の叙述に したが

って主要な問題点を撒理してみたい。

I ウガンダの視状

1. 社会的および政治的背景

ウガンダは世界第2の湖であるヴィク トリ ア湖に臨

み，タンガニーカ，コンゴ（旧ベルギー領） スーダン，

ケニアにかこまれた農業国である。面禎は約24万平方キ

ロであっズ（ガーナと同じくらい），赤道直下にあるが土

地の大部分が1000~1500メー トルの高さにあるため，一

般に気候は快適である。 1959年の人ロセンサスによると

人口は 650万であるが，そのうち640万 (98.5%）がア
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フリカ人であって，アジア人（イン ド・ パキスタン人）

は7万3000人， ョーロ ッパ人は 1万1000人にすぎない。

ウガンダはその地理的位置や行政区分からしてケニア，

タンガニーカ と並んで東アフリカ 3国として一括される

が，複合社会という観点からは，むしろ西アフ リカ諸国，

ことにガーナやナイジェリアのようにアフリカ人が圧倒

的に多い国に類似している。しかし数は少なくても，政

府の役人のほとんどがヨーロッパ人によって占められて

おり，蔽業の大部分を握り，農産物の阪売組織を支配し

ているのがアジア人ない しヨーロッ パ人であるとすれ

ば， ウガンダの経済構造に占める非アフリカ人のウェイ

トは非常に大きい。人口の圧倒的多数を占めるアフリカ

人は部族社会のなかで小規模な生存経済的農業を営んで

いる。

この貨幣経済以外の生産物を含めても1959年のウガン

ダの 1人当たり総国内生産高は54ド）レ， これを除けばわ

ずか47ドルにすぎない（同じ年にガーナが 185ドル，イ

ギリス約840ドル， アメリカ約2100ドルである。この数

字はUN,E/C N. 5/346による）。東ア フリカ 3国のう

-t..)では，タンガニー カよりは高く，ケニアよりは低い。

またウガンダの 1人当たり所得は，インドとほとんど

変わらないくらい低いが，ここにはインドやその他の国

にみられるような相対的な過剰人口圧力はない。

そしてウガンダにおいて特徴的なことの 1つは， 村

(village)が存在しないことである。つまりウガンダのア

フリカ人は伝統的に町や村に住むのを好まず，小さな商

業活動の中心地を含めても， アフリ カ人の 4％以下が，

わずかに都会的な現境に住んでいるにすぎない。 このよ

うな社会的伝統は近代的な分業を妨げてきた。ほとんど

の家族が自給的であり， したがって他の家族や経済的単

位と交易関係をもとうとする誘因がない。それがあった

としても交換ペースにすぎない。また人口の集中がない

という事実は，専門的な職人一ー大工，かじ屋， パン焼

き職人一ーの発生を妨げてきた。かれらはみずからの生

産物やサービスを現金で食料とひき換えるのであるが，
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それらの商人が存在しなかったという ことは，近代的な

貨幣経済への移行をきわめて緩慢なものならしめた原因

の1つとなった。 • 

要するにウガンダの大部分の人々は，いわゆる伝統的

な部族社会に住んでいるのであって，今後の経済開発を

おし進めるにあたって， この市実は充分に留意されなけ

ればならない。

ウガンダには現在も っとも強力なパガンダ族を中心に

20以上の部族があるが，それぞれの部族内部に強い酋長

支配(loyalloyality)が存在する ことは，自足的な計画を

実行し，あるいは協同組合運動を推進するのには役だっ

だろう。またこのような部族内部のぎずなは，急速な経

済開発を行なう過程において社会的な安定要因として働

くだろう。

しかし逆に，根強い蔀族社会の存在は，中央集権化さ

れた規模のより大きい政府の存在を困難にするし，また

家族や部族内部での高い loyality,moralityもそのまま

部族外の人々に対しては適用されるものではなく，ひい

ては政府の統一的な指導のもとで円滑に経済開発を進め

るこ とを困難にする可能性もあることを認識しなければ

ならない。

現にウガンダの行政組織は，二璽構造をもっていて，

行政の運営をきわめて複雑ならしめている。つまり一方

ではブガンダ州， 東部州，西部州，北部州の4つの

provinceと，それをさらに16の区 (district)に分け，プ

ガンダ州にはカパカ（プガンダ国王）が，その他は州長官

(provincial governor)および区長官 (districtcommis-

sioner)がいて国家としての政策を行なっている。他

方，まったく部族的な利害，伝統に結びついた地方政府

があって， これが普通の人にとらては「政府」であると

意識されている。ブガンダ， トロ，アンコール，ブン ヨ

ロの4王国がそれである。このような矛盾は， 一般的に

は全国的な政党の成長により，部分的な利害への執着が

国家的な忠誠心へと進歩することにより解決が与えられ

る。

ウガンダにもUPC,DPなど全国的な政党があるが，

その成長のテンボはおそく，また本質的には依然として

localなあるいは tribalな結びつきが強い。ウガンダの

将来の憲法上の地位を決めるウガンダ制憲会諮でも， こ

の地方政府をどう処理するかが璽要な問題の 1つであっ

たが，中央政府とブガンダ王国をはじめその他3つの王

国との間には連邦関係を維持し，中央政府は，軍事・外

交についての独占的な権限をもつこ とによって，独立の

基礎が与えられたのであった。

II ウガンダの経済

1. 基本的な構造

ウガンダ経済の近代的発展はよ うやく20世紀にはいっ

てから始まったといってよい。 1901年，モンバサから延

びた鉄道がヴィクトリア湖まで延長されるまでは，ウガ

ンダの唯一の翰出商品であった象牙は，人問の頭I1このせ

てはるかインド洋岸の沙占まで運ばれていた状態であっ

た。そしてウガンダi幻農業を基礎に発展してきた。現

在国内総生産の 5分の2は農業から得られ（第 1表），

しかもその半ばが鍬をもって主として女性の手で行なわ

れる生存農業に依っている。全耕作地の5分の3はもっ

ぼら自家消費のために使用されている。したがってウガ

ンダの経済発展は，みずからの食料に加えて換金作物を

作る農民によって 11こなわれてきた。自己消費のためで

なく，阪売のための綿花の生産は， 1903年 プガンダで

Church Missionary Societyの指導のも とに，Uganda

Companyの手で始められた。その後綿花の生産ぱ， も

っぱらアフ リカ人の手で行なわれるようになり ，東部州，

さらに北部州へと広まっていった。綿花の輸出は 1905/

06年度から始まり，その後急速に増加した。そして1937

/38年度には40万2000梱の ビークに逹した。 1907年から

はヨ ーロ ッパ人所有のゴム，コ ーヒーのプランテ ーシ ョ

ンが始められた。しかし1920~22年のコーヒー価格の下

落の結果，プランターの多くが大打撃をうけて崩炭した。

またその後アジア人が砂糖の生産を行なうようになり，

＇ 放菜されたコーヒー ・プランテーションの上に砂糖農園

が作られていった。 1920年代にはプランターに代わって

ブガンダおよびプギス地域でアフリカ人農民がコーヒー

を作るよ うになった。そしてア フリカ人によるコーヒー

生産は第 2次大戦後，急速に拡大していった。

このようにして発展してきた綿花とコ ーヒーがウガン

ダのもっとも重要な換金作物であって，この両者で輸出

所得の80％以上を占めている (1960年における綿花とコ

ーヒーの生産はあわせて約2500万ポンドである）。ウガ

ンダの綿花は長繊維で品質もよく，主としてインド市場

へ輸出される。しかしコーヒーは，東部州のブギス地域

で作られるアラビカ種のような例外を除いて，がいして

品質はよくない（大蔀分はロプスタ種）。そのほかの換金

作物には砂糖，サイザ）レ庶，落花生，タパコ，茶，家畜が

あるが，これらの作物は最近10年間にやっと実質的な伸

びをみせたのである(1960年には約2500万釆ンドを生産
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した）。 そのほか漁業もしだいに重要性を増しつつある

(1959年には約225万ポンドの生産をあげ，過去6年間に

2倍の水揚げをみせている）。

このように して，大多数の農民は基本的には換金作物

を副次的に生産する生存経済農民であるが， とくにブガ

ンダでは，北部州地域やルリンダ ・ブルンジからの多く

の移動労働力を使う大規模股業のグルー プも4てまれてぎ
ている。

アフリカを中心として，旧イギリス領諸国には，主硬

楠出作物のための価格安定機構が存在する。ウガンダに

おいても綿花と コーヒーについてそれぞれO)marketing 

boardを通じて売られたあとの剰余は， PriceAssistance 

Fund iこ菩禎されてぎた。 1950年代の綿花およびコ ーヒ

ーの価格上昇のためこれら Fundの残高は急速にふえ，

1954年半ばには3700万ボンドのヒ ー゚クに達した。そ して

この間，この苔柏賓金は政府の開発計画の資金源として

重要な役割を果たしてきた。

しかし1950年代半ば以降の第 1次商品価格のあいつぐ

低下により ，PriceAssistance Fuurlの残高も急落し，

1955, 58, 59, 60年の各年には，基金の薔稼は滅じた

(1961年10月末の両方の基金残高は1600万ボン ド）。この

ような綿花およびコ ーヒーの収入減のインバク トが， し

だいに政府の開発支出にと って重圧となり つつある。そ

のうえ政府は綿花およびコー ヒーの輸出に対して高率の

輸出税を課している。 一時，輸出成約高の20％にまで逹

したi諭出税は， 1959年には13%, 1960年には12％まで下

がった。しかし この愉出税は綿花とコー ヒーについての

み適用され，他の輸出作物や家畜については適用されな

い（しかもコーヒーに対ずる税率が綿花に対するそれよ

りも低く，結果的にコーヒー生産者を相対的に有利なら

しめている）。

この政府の輸出税収入や価格安定基金をもとに，多く

の新規産業がつくられた。繊維，セメント，銅採掘およ

び精錬などがそれである。 1954年には大規模な Owen

Falls水力発電所計画も開始された。

しかしなん といって も 「「業 化」 はやっ と始ま ったば

かりである。発展のテンポが緩悛なのは，何よりも国内

市場の狭さによるが，みるべきものとしては，上記の産

業のほかに，小規模な綿花，コ ーヒーの加工工場，紡織，

ビー）レ， 製材，砂籾精製，石鹸工場などがある。そ して

これらの産業の大部分は1952年政府によって設立された

Uganda Development Corporation (U.D.C) (let 1) より

資金の援助をうけ，あるいはU.D.C.による直接の経営
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が行なわれている。

鉱業については他のアフリカ諸国におけるほどの重要

な活動はみられない。みるべきものとしては， Kilembe

Mines Ltd．があるだけである（その資本の70％はVenture

of Canada, 20％は ColonialDevelopment Corporation, 

JO％を U.D.C.が所有している）。 この Kilembe鉗lllI

は 1956年に採掘を開始し（粗銅の生産までを行なう），

1957年からは輸出されるようになった。 世界的にみれ

ば，その規模は小さいが，1960年には 350万ボンドの愉

出高をあげ， ウガンダの輸出の第 3位を占めた。

そのほか Murchisonおよび QueenElizabethの両国

立公園をはじめ観光資瀕に富んでおり， また運輸，交通，

通信，銀行制度などが相対的に発逹していることはこの

国の経済開発をより容易なら しめる条件となっている。

最後に労働力について一言すれば， 16歳以上の労働力

人口370万のうち，大部分は家族のために働く農民であ

る。 I•I:．存経済的農業家庭内労働以外に働いているのは

わずか24万人にすぎない（うちアジア人 1万人， ョー ロ

ッパ人5000人以下，その他はアフリ カ人）。しかもこのな

かで熟練労働はすべてアジア人， ョー ロッバ人が占め，

未熟練労働力の大部分はルワンダ，ブルンジ，ケニア，

クンガニーカからの移動労働者でまかなわれる。ウガン

ダの独立とともに，このような労働力あるいは行政官吏

をアフリカ人化することが緊急の課題の 1つになってい

る。

2. ウガンダ経済の最近の発展

第 1表は， 1954~1960年の国内総生産の推移を示して

いる。この期間に国内総生産は毎年平均して 3％の割合

で増大した（この問，人口増加率は2.5%）。しかし増加

のテ ンボはしだいに鈍化しつつあり， しかも批銀の推定

によれば，物価上昇のため1961年には l人当た り実質所

得は下落頑向を示している。 しかも最近注目されるの

は， 1950年代半ば以降の綿花コーヒー の価格下落であ

って，このため1957年以降，貨幣経済部門の GDPはほ

とんど伸びていない（第 1表参照）。しかし貿易景につい

ていえば， かなりの成長がみられる。 すなわち 1950~

60年の期間に輸出盤は倍増した。これは主として1954年

以来のコ ーヒー愉出の急増による。綿花はこれまでウガ

ンダの輸出の首位を占めていたが，この10年間にはさし

てふ ‘tf たよ）ヽ った（この結果， 1960年の輸出総額4160万ォ、

ンドの うち， コーヒ ー1700万ポン ド，綿花1500万ボンド

で，両者あわせて 5分の 4を占める。ついで銅3700万ボ

ンド，動物用飼料1700万ポン ドの順となる）。
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第 1表要素 費用による総国内生産
（単位： 100万ポ` ノド）

- --． - - • - - --- -- -
部 門 |1954I 1955 I 195fi I 1957 I 1958 1 1959 ! 1960* i 1961 ** I ~呼59
---―---• 一•一—ー・ ・--- - -- - ------.. -- .. 一 ・・----- -•—----—. —- ---—• • • •一ー· --- -―-•一 ·• ・―---．．，＿ _．――---------・ • ---•一 • .一•. ---- ---•,_, ___ _ (/4） 
股 業 84.9 88. 8 85. 3 88. 3 87. 2 87. 1 l 86. 5 ! 58. 4 
＇（うち生存経済） （33.6)1 (35.2)1 (35.4)1 (33.5)1 (:-in.2)1 C:-l6.5)i (3n・s)j .- I (24.5) 

林業，漁業，狩狐 :i.s l 4.51 5.31 5.6 I 6.2 l fi.6 ! 1.:1 I I 4.4 
（うち生存経済） （2.1)1 (:l.O)I (3.4)1 (:-l.8)1 (4.2)1 (4.5)! (5.0) (3.0) 

綿繰， コーヒー加工，砂糖牛廊 ：l.81 4.,ll 4.61 4.91 4.:ll 4,2i cl.SI I 2.8 
鉱 業，採石染 0. 9 1. 1 1. 1 1. 5 1. 6 2. o | 2. 2 . 1. 3 
食料品 11". j/j~ I 1. 5 I 1. 4 I 1. 4 I 1. 5 I 1. 5 I 1. ::i' l. 2 I I O. 9 
その他製造業 ,LSI 5.41 5.71 4.61 4.51 4.51 4.71 I :J.O 

霜力 0.7 0. 9 1. 1 1. 3 1. 51.  81 1. 8 
建築 3.9 4. 3 5. 3 3. 9 4. 2 3. 8 1 3. 8 } : t 
面 業 11.sI 12.9 I 1:1_5 I 14.7 I 1:l.7 I 14.1 i 14.7 I I 9.5 
迎輸，通信 3.7 4. 3 4. 2 4. 6 5. 3 5. 6 [ 6. 1 3. 8 

政 府（行政およびその他政府活動） 2．．3 3.0 3. 4 3.7 3.7 3.9 ! 4.2 2. 6 
地方政府 1.0 I l.:l I 1.6 I LS I -1.9 I 2.1'2.4 I I 1.4 
その他サーピス 5.2 I 6.4 I 1.0 I 1.s I s.1 I s.5, 10.1 I I 5.7 
貨借料 1.41 1.nl 2.11 2.51 3.11 3.6i 3.41 I 2.4 ——·—· • -- •一 ·--· ·--・--;-―--［―--- -- --·—---- -―- __ _ 
合 計 128.71140.2[ 141.61146.71146.81149.l I 152.2 [ 154.91100.0 

••一・ •---—---- ••—-——--•一·• ----- ．.. L -― -―-------・ - ---- -
うち貨 幣 経 済 ， 92.7 102.0 102.8 109. 4 : 106. 3 ! 108. 1 110. 4 112. 3 ! 73.0 
ー うち ―!I三 — ir 一ー 紆 済 1 36 -0 ! .38 -2 1 -3-8.？ ＿_-37.3 | 4(）．5 | 41 0 1 41.8 1 42.6 | 27 0 
（注） ＊は推定。＊＊は予想。

（出所） IBRD. Economic Development of Uganda, John Hopkinヽ UniversityPress, 1962による。以下の各

表とも同じ。第 1表の原資料は UgandaGovt. Statistical Office. 

他方，輸入の 3分の 2は機械，運輸設備， その他完成 支出の水油とは必ずしも一元的な関係をもっているので

晶化学薬品，燃料，食料などであるが，最近の輸入価 はない。第2次大戦後ほぼ10年のあいだは，国内所得の・

格の変動は少ない。 しかし輸入蔽はむ しろ減少しつつあ 増加にささえ られて中央政府の支出も著増した (1945~

り， 1955年の 3400万ボンドのビークから， 1960年には 1960年に 5倍にな った）。 地方政府の支出もだいたいバ

2600万ボンドに低下した。これは主としてウガンダの購 ラレルに増加した。 しかしすでに述べたような1950年代

買力の低下によるものである (Ill：銀の試狩．によると，交 半ば以降の柚出価格の下蕗により，現金予算および資本

易条件は1952~54年から 1957~1960年の問に 30％以上 予筋をあわせた財政全体としては， 1954年まで黒字であ

も悪化した）。 ったが，その後侮年赤字を続け， 1960/61年度には400万

国際収支の面で注目されるのは，ウガンダからのかな 咽ンド，また1961/62年度には500万ボンドの赤字が予想

りの私的資本の流出がみられることである。国際収支の されている。

数字はケニア，タンガニ ーカと共同市場的取り決めがあ 政府支出について特徴的なことは1947~1951年度の期

るため，ウガンダ固有のものが得られないが， III：銀の推 問―—―これは輸出税収入の多かった時期に相当する一一

定によると， 1954年ごろ以降節年500万ポンド程度の資 には，経済的な下部構造の賂（1i!i,基礎的経済施設の拡充

本流出がみられる。これはウガンダでは非アフ リカ人が に支tl1の重点がおかれてきたことである（第2表参照）。

原則として土地を得 られないことによ って投竹の機会が Owen Falls水力発電所計両，カセセにおける銅採掘．

きわめてせばめられていることのほかに，独立を控えて 納練工場の建設，カ ンバラからカセセヘの鉄道の延長，

0)資本の逃避，コンゴ動乱による不安などの経済外的要・. u. D.Cの設立などがそれである。 これに対し1952年度

因もあるもの と考えられる。 以降の期間には，政府が教育にきわめて重点的に支出を

中央政府および地方政府の予算規模は，貨幣経済部内 行なってきた。 これは他のアフリカ諸国にその例をみな

の国内生産の 4分の 1以上にも逹している。したがって いところであって，教育を含めた社会的サービスヘの政

政府支J:l:•収入の規樅が，総体としての貨幣所得を決定 府支出は予算総額の 3分の 1を占めている。

する重要な要因とな っている。しかし国内生産高と政府 政府，民間を含めた総投資は， 1957年の2900万ポンド
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のヒ°ークに達したのち，1959年には2100万ボンドヘ低下

し， GDPに占める割合も20％から14％へと低下してい

る（投資の中心は建築および道路建設）。しかしこの水準

は他の低開発諸国と くらべても決して低いとはいえず，

このような資本形成があったからこそ，輸出価格低落期

にもウガンダ経済の成長がありえたものといえよう。

1958年の資本形成の60％近くが，中央，地方政府をあ

わせた publicsectorであったが， ．らかい将来において

も，民間投資が資本形成の大宗を占めることは考えられ

ない。これは今後の投資計画を押し進めるにあたっての

政府の役割の大き さを裏書きしているといえよう。

第2表 ウガンダ政府の財政支出の構成(%)

部 ['1 | l9訂―—- -．i弱正 1955756~ 

| ＿ ＿．・ --—|—-—--—· • --~1950 I 1954/55 I 1959/60 

行政，治安，防術 20.2 16.2 ・ I ・ 21.5 
公伯償迎，年金 8.7 I 7.8 I 7.4 
経済的サ ービス 14・5 I 15.8 I 1:1.5 
社会的サービス 20.2 23.9 30.3 

うち教 育 8.8 I 13.7 I 18.3 
＇，保 健 9.1 ! 6.7 I 8.8 
地城的サ ービス
（道路 ・都市建設）・1, 13. 3 14. 9 14. 3 

その他 2:1.1 I 21.4 I 13.0 
-....... 

合計 100.0 I 100.0 I 100.0 
. ． .... 

（注） 恒常的支出および非恒常的支 I•|1 を含む。
（出所） Uganda Protectorate, Statistical Abstract, 

1960より算出。・

（注 1) U.D.C. の払込済資本金は740万ポソド。

全額政府が出資している。 1960年末の総合バラ｀ノスツ

ートによれば総資産は 825万ボソド。 1961年中には約

100万ボソドの利益をあげた。なお U.D.C.傘下企業

については『アジア経済』， 第3巻 8号， 90ページの

表を参照。

m ウガンダ開発 5カ年計画
(1961/62~1965/66) 

- 1. 計画の概要

イギリスの海外属領であった諸国では， i929年の

Colonial Development Act の制定以来 (194~ 年には

Colonial Development & ¥Velfare Actと改められた），

イギリスからの金融的援助の割り当てをうけるため開発

計画が作られてきた。ウガンダもその例にもれず， 1946

年以来いく多の計画がたて られ実行されてきた。しかし

それらはいずれも経済成長や経済棉造の転換をはかるた

めの本当の意味での経済計画というよりも，たんに政府

資金の支出計画にすぎなかった。

しかし今回世銀によって勧告された 5カ年計画は，前

8o 

節まで述べてきたような現状認識のう えに立って，ウガ

ンダの経済発展を軌道にのせ，生活水準の向上をはかろ

うとする，いわば本格的な経済計画といえるだろう。

世銀の勧告の要点をまとめれば次のようである。

(1) すなわち当面の戦略は，当然のことながら経済の

もっとも有利な部門の生産を増加させるよう最大の努

力を払い，まず国民所得の増加をはかることにおかれ

る。国民所得の上昇こそ， 生活水準の向上，教育の普

及，食生活の改善，体位の向上などをもたらす源泉で

ある。ウガンダの場合，次の 5年間の開発のボテンシ

ャ）レは何より も農業部門である。 そのなかでも コーヒ

ーの見通しは悲饒的であるから，比較的優位な競争力

をもつ綿花の生産増大に軍点をお くべきである。 同時

に，市場性のある家畜の飼育を奨励し，盟業生産の多

角化をはかるぺきである。

(2) このような開発の路線をおり込んだ 5カ年計画の

支出計画は第3表に示すとおりである。この計画によ

れば，1966年6月に終わる5カ年問に，政府部門に対
し5300万ポンドの投資が行なわれることになってい

る。これは1961年の GDPの3分の 1以上，生産経済

的部分を除けば GDPの半分ちかくに相当する大規模

な投資計画である，（この結果計画期間中のGDPの伸

びは毎年3~4％程度と見積も られている）。 全投資

額のうち3380万ボンドが中央政府，残りが地方政府，

政府機関（このうち，U.D.C．およ びUgandaElectricity 

Boardが大部分を占める）である。

この計画期問中，中央政府の支出は年率 520万ボン

ドから680万ポンド と膨張する（第4表参照）。そ して

投資のウェイ トも股業，家畜，製造業，鉱業を含む商

品生産部門と観光に対しては過去数年間の実績なども

倍以上増加する。すなわちこのような経済発展の戦略

部門に対する投資は， 1953~1961年には全政府支出の

8％であったが，次の5年間には20％へと増える。

(3) そしてすでにふれたように，世銀調査団の勧告は

政府活動の中心も農業の発展におく。コーヒ ーよりも

綿花生産の増大に努め，同時に家畜その他の換金作物

澤，タパコ，落花生な ど） の生産をも増大して幽業

の多角化をはかる。

(4) そのためには農業に関する調査活動の充実，股業

信用の増加，選択的な補助金制度，経営技術， 農作技

術の改善により生産性の向上をはかる。そ して同時

に，股業生産の多角化への誘因を高めるようマ ーケッ

ティング，価格安定機構を改善する。家畜についても
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第 3表 政府部門における開発投資計画

(1961/62~1965/66) 

（単位：100万ボ‘ノド）

部 門 1中央その他

I 
政府 （政府機°°) 計

を含む
ー...一..一

商品生産部門および観光 6.8 
供業および家畜 5.8 
潅尊，水路， 土地裡立 。．5
林業狩猟場，漁業 。l
観光および公園 0.2 

鉱業および資源探杏 1 °.2 1 ° 1 
U.D.C.（工業，農業，観光業） ー 7.0 

基礎施設

塁 誓

塁 晨
調査関係
U.E.B.（ウガソダ電力局）

社会的サービス

喜 ヽ
住 宅
地城社会開発
------•ー・ ． ~--

地方政府および地域的サービス
地域的サービス
地方政府鉗付某金への出資
地方政府の投賓（自己資金分）
ー ------一 -----

公共事業，建設
普察，刑務所，治安関係
予 備

合

9
8
5
1
2
3
0
 

．．

．．

．
．
．
 

3

5
0
0
0
0
7
 

ーー7
 

7.8 I 15.5 
- I 6.9 
2.1 I 2.5 
—-0.4 
0.8 I 0.8 
0.1 I 0.1 
4.8 I 4.8 

• —-

7.91 0.31 8.1 
5.0 I - I 5.0 
2.1 I 0.2 I 2.3 
0.4 I - I 0.4 
o.4 I 0.1 1 o.4 
.. ------- ----
4.4 I 3.0 I 7.4 
0.4 I - I 0.4 
4.0 I - I 4.0 
- I 3.0 I 3.0 

I t! 口i［ 
青1 伍□1口；叶520 

7
9
4
4
 

．
．
．
．
 

7
6
0
0
 

よう勧奨し，みずからの農地を改良していくように誘

端する。 このようにして， 股業生産物は計画期間中に

次のように増加する（第 5表参照）。

第5表

提 産 物 I 1959年一ーまブ立［西裔年―•
1960年（実四 （予坦」＿増加率

綿 366,000梱 l75,oooI 29. 8 
コ ーヒ ー 117,000トン 145,ooo I 23. 9 
砂 糖 93,000トン 110,000 
茶 l0,3000,000ボン ド 15,5000,000 i詞
家畜（輸出用） £ 66,ooo I £500,000 I 658.o 

ー・一ー・—-- -----
. ．-• --. -- -• - --

（注） 端数整理のため各欄の数字は必ずしも合計

と一致しない。

第 4表 中央政府の部門別開発投資計画

の構成 （％）
- - --・ • 

部門 1958/59 1961/62 

~1960/61 ~1965/66 
（予想）-・. ・・- ・--・-・・---.. ・-----・. -.  -・・-. -------------

商品生産部門および観光 8 I 20 ・ 
基礎施設 23 I 23 
社会的サービス 27 I 23 
地方政府および地域的サー ビス 16 I 13 
公共事業建設 26 I 12 
予 備 ー 9

計 1 100 1 100 

年間平均投資額(100万ポ‘/ド)| 5.2 | 6.8 
ー ・

同様に病害の排除，飼育技術の向上， マーケ ッテイン

グ制度の改善につとめる。同時に， ウガンダの一部に

始まっている土地所有制度の変化を完成する。つまり

農民がそれぞれ自分の固有の財産としての土地をもつ

(5) 製造業については，とく に小規模企業の発展を促

進し， pioneerindustryについて税制面における優遇

措置をとる。その場合U.D.C．を開発の重要な拠点と

し， ここを通じて約700万ボンドの鉱業についても政

府は自国内の鉱物資源の調査に格段の努力を払う。ま

た鉱業に対する新規投資家を誘致するため，鉱業に対

する諸規制を全面的に再検討する。

(6) ウガンダは多くの景勝地をもっているが，今後ヨ

ーロ ッパ，アメ リカからの交通がますます便利になる

とともに，アフリカ旅行への一般の関心が高まるにつ

れて観光業は急速に発展する ものと予想される。今後

毎年25％ずつ観光客が増加するとして22万8000ポン ド

を投資する。すでにかなり設備の充実した都市よりも

地方の観光施設の整備拡張につとめ，海外での広報に

もさらに努力する。

(7) ウガンダの道路網はかなり完備しているので，新

規建設の重点は幹線逍路よりも， むしろ支線道路の拡

張におく。

(8) 現有の発電設備の中心は12万KWの発電能力をも

っOwenFalls発電所である （これは発電機を追加す

ることによって15万KWまで拡張できるスペースがあ

る）。 しかしケニャヘの販売電力を含めてもヒ°ーク時

の需要は供給能力の半分しかない状態であるから，今

後の需要増を予想しても とくに発電能力増加のための

投資は行なわない。その代わり送電網の整備に 600万

ポンドを投下する。

(9) 社会的サービスヘの投資は現在と同一水進に据え

おく。 このうち教育の面では中等・高等教育の拡充に

力点をおき，開発途上にあ り，政治的に独立したウガ

ンダの必要とする幹部要員を作りだす。

(I~ また保健については， ウガンダの人々の健康状態

は過去40年問にいちじるしく改善されてきたが（たと

えは；幼児死亡率は1920年代の半分にまで下がった），
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、 いまや疾病の治療的な対策よりも，予防的な対策へと

支出の重点を移すべきである。

このような政策を主柱tこして，それに関連したいく多

の現実的な勧告がなされている。

2.・ 資金調達計画

開発5カ年計画における中央政府の投資をまかなうべ

き資金の調逹計画は第 6表に示される。 1)［銀の予測によ

れば， 3380万ボンドの資金需要のうち半分足らずの1470

万ボンドが国内で調逹可能であろうとされている。残り

の部分のうち550~950万ボンドはイギリスよりの借救に

よりまかなわれるが（世銀の勧告が発表されてのちィギ

リス政府は賓金的援助をする意思のあることを表明して

いる），それでもなお 960~1360万ボンドもの資金が不足

するものと見込まれている。批銀の意見にしたがえば，

この不足額はウガンダが勧告の線にそって経済成長を促

進する手段をとるならば必ず悔外からの借款によって補

瑣されるものとしている。この報告書では， 「国際的な

援助の出し手はみずから働くものを助けるものである」

ということばで表明されている。

第 6表の各項目について言及すれば，このなかで確定

しているのは政府の CapitalDevelopment Fundの手持

ち残高分 127万ポンドだけである。その他の資本収入と

して， 50万ポンド（投資に対する収益）が見込まれる。

さらに1lt銀はU.D.C.が政府に対し配当の支払いを開始

するよう勧告しているが，これが実施されたとして次の

第6表 資金調逹計画 (1961/62~1965/66) 

（単位： 100万ボ ノ`ド）
-•• -. --・ • ・ •一· . ---・・・・・・・ 

巳__:_1:''._＿竺戸＿＿＿＿．竺＿l＿-•—._．＿|33.8
資金調逹
国 内資金
資本開発基金残裔 1.27 
その他資本収入 0.50 l 
U. D.C.よりの配当 0.50 
地方政府ょりの利払ぃ，償磁 0.25 

鉄道 0.43 
Price Assistance Funds I 5.00 : 
翰 出税収入 ．3.00 i 

I 

東アつリ カ地iv局よりの倍り入れ 2.50 
東アフリカでの公債発行 1.25 

... 

小 計 14.70

イギリスからの援助
Exchequer Loans 12.5~6.51 
C. D. & W. Grants I 3.0 

小 fit I I 5.5~9.5 

調逹可能額 計 (B) I ・ I 20.2~24.2 

~]巴↑99二竺)ニ竺)-]---」?；.6-～-13.？
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5年間に50万ボンドの配当収入を予定している。

また LocalAuthorities Loans Fundよりの受取利

息および償遠金が25万ボン ド， 西部州へ延長された鉄道

よりの収入43万ボン ドが見込まれる。

綿花とコーヒーの輪出所得の菩稼された Pr1ceAs-

sistance Fundsの残高は， 1961年］0月末現在1600万ボン

ドに逹している。このうち 3分の 2以上が綿花の，残り

がコ ーヒ ーの輸出によ り得られたものである。世銀はこ

の基金が農民の生活水準を向上させ， 農民の利益になる

ように有効利用 されるぺきだとしているが，この趣旨か

ら少なくと も500万ボンドが今度の開発計両の資金とし

て使われるべきだと述べている。

さらに輸出税収入増加分のうちから 300万ボン ド，

East African Currency Board からの借り入れ 250万

ボン ド，東アフリカでの公佑蒻集によ り125万ボン ド（ら

っとも公募は計両期間の終わりごろでないと実現困難と

思われる）が期待できる。以上をあわせて国内調逹分が

1470万ボンド (43%) となる。

残りの部分は外国からの援助にまつ以外はないが，イ

ギリ スのExchequerLoanおよび C.D.& W囀法に基

づく 贈与が550~950万；柊ン ドが見込まれる（ウガンダ固

有分として予想される額，東アフリカ全国に対して供与

されるものを除く）。それでもなお不足する960万ボンド

以上については，上述のようにウガンダ[l翡の努力と，

外国の好意によって必ずや調逹しうるであろうと強謂し

ている。

3. 具体的な諸方策ー一税制と金融

開発Fl標を達成するために上述のような基本政策が展

開される過程で，それをささえるいく多の政策手段がと

り上げられねばならない。 まず国家収入を少しでもふや

すため次のような税制の合理的な改革が提言される。

(1) コーヒー生産者に対する輸出税を，綿花生産者に

対するそれよ りら相対的に重くして，綿花生産を優遇

する。たとえばコーヒー輸出の免税点を現行の輸出価

格トン当たり 120ボンドより， 90ボンドに引き下げる

（この結果， 綿花生産の増大による輸出税の増収およ

びコー ヒーに対する免税点引き下げによ る輸出税の増

徴により，計両期問末までに毎年400万ボンドの輸出

税収入が得られよ う。これは 1960/61年度の実績の 5

割以上の増加となる）。

(2)' ウガンダでは， ブガンダその他の 5国の権力が強

いためアフリカ人には所得税は課さず，逆にアジア

人， ヨーロッパ人には各地域の累進的な人顕税 (local
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graduated poll tax)が免除されている。このような皮 ない問題である。ウガンダとケニアとのあいだの自由貿

膚の色による課税上の区別をなくし，人種のいかんを 易および域外共通関税の設定はすでに1917年より行なわ

問わず2つの税体系＿地方の累進的な個人税 (local れている。 1920年代1こいたってタンガニーカがこれに加

personal graduated tax)と，中央政府の段陪的所得 わった。しかしこの 3地域の税関が統合されたのは1946

税 (Progressiveincome tax)に改めるべきである。 年になってからのことである。

(3) 現在東アフリカの法人税率は27.5％で，しかも配 東アフリカに2200万の人口をもっている共同市場は，

当後の留保利益が課税対象となっている。これは外国 東アフリカ全体としての経済成長を大きく促進してき

にくらべて相対的に低い。ウガンダの財政収入をふや た。 1961年6月に開かれた各地域代表およびイギリス代

すためには，他の東アフリカ諸国と協議のうえ改正さ 表の合同会議においても，今後たとえ各地域に憲法上の

れるべぎである。 地位に変化が生じてもこのcommonserviceを続けてゆ

(4) 外国からの投資を誘引するため， ‘‘pioneer indu- ＜よう決議されている。

stry" には税の減免措置を講：ずる。たとえば創業後最 しかしこのような共同市場的な迎営についてはしだい

初の 8年のうち 5年間は免税とする。 にウガンダ，タンガニーカより疑間が衷明されるにいた

(5) 税収をふやすため自動車，とくに重車両の登録税， った。ウガンダが炭疑的にならざるをえなかった理由の

ライセンス料を値上げする。自動車用燃料の輸入関税 第 1は，ウガンダはが共同市場内で（主としてケニアよ

をふやす。 り）高い価格で商品を購入せざるをえない場合もあり，

(6) これまでウガンダでは相続税，贈与税が課せられ 時には域内の生産物の流通を妨げていること。第2には

なかった。これは他の国からの財産の移動，居住の移 ウガンダも域内においてはほとんどの場合共通の課税方

動を容易にするためであった。しかしかなり低い税率 式をとらざるをえず，独自の課税をすることが許されず，

であるならば，たとえこれらの課税をはじめてもその ウガンダの財政収入を必ずしも充分に増大させなかった

目的は充分に逹成されよう。 こと。このように共同市場の政策が，東アフリカ全体に

ついで金融制度については現行の通貨発行機関であ プラスになってもウガンダ自身には必ずしもプラスにな

るEastAfrican Currency Board.（東アフリカ仝休につ はらないこと。たとえば最近においてケニアのナイロビ

いての共通機関）に代わって独自の中央銀行が必嬰とな に製造工業が集中しつつあるが，これは共同市場の利益

るだろうと指摘している。東アフリカ 3国は政治的独立 の均てんのしかたに不乎等があることを示している。

とともに相互間の政治的な結合がもし弱まってゆくとす そのうえ貿易の面に限っても， 1960年のウガンダの東

るならば，共通の発券機関をもつことは不可能ではない アフリカ諸国に対する輸出が670万ボンドであったのに

にしてもぎわめて困難になることが予想されるからであ 対し，東アフリカ以外への輸出は4100万ポンドを越えた

る。また現在ウガンダには商業銀行が7行（イギリス系 のであって，域内輸出は全体の 6分の 1租度にずぎない。

が3行，イギリス・フランス系が 1行， インド系2行，

オランダ系 1行）あって，主としてロンドン金融市場と 世銀の勧告にしたがえば，ウガンダの究極的な工業化

のチャンネルとなっている。しかしその他の金融市場と は何よりもまず農業所得をふやし，かくて工業をおこす

も結ぶため，ョーロッパ，北アメリカ，日本からの銀行 に必要な大きな市場をつくることにあるのである。これ

の進出も奨励されるべぎである。これらの銀行が設骰さ は農業生産物ができるだけ有利な値段で他の商品と交換

れれば投資，貿易上の閃心がそそられることになるから されなければならないことを意味する。つまりウガンダ

である。 にとって必要なのは，産業の保設政策の強化ではなく，

4. 東アフリカ諸国との関係 より自由な貿易の拡大である。この点において当面のウ

ウガンダはケニア，タンガニーカと共同市場的取り決 ガンダの利益とケニア，おそらくは東アフリカ全体の利

めを結んでおり，鉄道，港糊，郵便電信の運営ならびに 益は大きくくい違っているといえよう。世銀の報告書に

関税，所得税，取引高税の徴収などが3地域共通の機閃 よれば， commonmarketもウガンダにとっては，それ

によって行なわれている（一部の機能にはザンジバルも ほど “common"ではない，と述べている。

加わっている）。 ウガンダの経済開発の過程でこの関係 結論的にいえば，ウガンダが共同市場からはなれるこ

がどのように発展するかは充分に検討しておかねばなら とは，その財政収入により多くの自由を与え，交易条件
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をいくらかでも改善することになるであろう。そしてお

そらく東ア フリ カの政治的な統合ができあがらないかぎ

り， ウガンダが共同市場からうける利益はそれほど大き

くないといわねばならないのである。

（注 2) 槌銀はU.D.C.がウガ｀ノダにおける もっと

も重要な企業であることを指摘 し， 今後U.D.C.が普

通の民問会社と 同じ くらいの経党の自 由が与えられる

べきであると勧告している。そして計画期間中に U.
D.C．はその唯一の出資者である政府に配当の支払い

を開始するよう示唆している。この配当支払い政策

は， U.D.C.のautonomyを強めるだけでなく，政府以

外から も資金を調逹するみちを開くことになると して

おり， しかも U.D.C.自身が新たに 700万ポ ‘ノ ドの投

資を行ないながらも配当支払いは可能だとみている。

w 若干の コメント
以上， 世銀調査団の勧告の主要な内容を紹介してきた

が，これについて若干のコメントをつけ加えたい。

まずウガンダの政治的独立と時期をあわせるように し

て今回の本格的な勧告が出された点である。ちょう．ど1

年ほど前の1961年12月12日，タ ンガニーカが独立した

が，その場合も独立に先だって経済開発に関する世銀の

勧告が出されている。

世銀の勧告に対するウガンダ政府側の反応はまだ発表

されないが，従来の例からみても，世銀の示唆した経済

開発計画が全面的に採用されることはほぼ確実である。

そうだとすれば，政治的な独立を実質的に裏付ける経済

的な 「自立」の方向がいわば外から設定されている傾向

が強いように思われる。もちろん政治的独立を したから

といってアフリカ諸国自身がただちに自力で経済開発を

推進することは不可能であるが， とく に資金調達の不足

額について “Internationallenders and donors of aid 

prefer to help those who help themselves"といわれれ

ば，やはり勧告された線を尊重して開発を速めざるをえ

ないのではなかろうか。

このことは経済開発の基本的な方向どもかかわってい

る。つまり世銀は次の 5年間について農業，とくに綿花

生産の発展をテコにして開発を進めるよう示唆している

が，はたしてこれが長期的な路線としてウガンダ0)「エ

業化」 につながるのか，それとも多様化された農業に特

化してゆくのか，必ずしも明らかでない。しかしそのい

ずれを目ざすかによってウガンダの経済的な独立の内容

がかなり変わってくるのではなかろうか。この報告書で

は一方では 「工業化」ということばを使いながら，また

別のとこ ろで「長期的な目標は，部族的な生存農業をウ
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ガンダの資源をもっとも活用できる構造へ変形させる こ

とである」とも述べている。いずれにしろその開発の

「哲学」がどうであるのかについては関心をもたざるを

えない。

問閣を1965/66年度までの期間に限っても，綿花の先

行きがコーヒーよりは相対的に明かるいものがあるにし

ても， 1|［銀の考えるほど楽観できるかどうかは疑問であ

る。比校牛産費説的な観点よりすれば， 現実的には綿花

生産の拡大以外に当面のウガンダの発展はありえないだ

ろうが，ますます強まってゆく批界的な綿花の過剰傾向

はウガンダ綿の売れ行きにも影牌を与えずにはおかない

だろう。しかも輸出用作物の生産に主力を注いでも，国

内消骰用作物の生産を軽視して食料の輸入を続ければ，

いつまでたっても 「植民地的」な経済構造から脱皮しえ

ないのではないか。世銀の報告はこの点についてとくに

ふれていない。

さらに興味深く思われるのは， 東アフ リカ共同市場に

対する世銀の見解である。 すでにのべたように，世銀は

ウガンダと東アフリカ共同市場との関係についてははな

はだ消極的な立場をとっているが，他方1961年2月に出

されたイギリスの RaismanCommissionの報告は， ウ

ガンダも含めて東ア フリカ共同市場のいっそう の発展を

勧告しているのである（この報告の概要については，吉

田昌夫，「東ア フリ カの共同市場」， 『アジア経済』第3

巻第3号を参照）。 世銀はこの Raisman報告をも検討し

たうえ．で，東アフリカ共同市場の発展はウガンダのなん

らかの様牲のうえに成り立っているとの結論に逹してい

る。これはたんに両者の見解の相違というものではなく，

それぞれの立湯利害関係の相述を反映しているものと

思われる。

それにしても，わずかの期間にこのような広範な調査

を行ない，現実的な勧告案をまとめ上げた世銀の努力は

高く評価されねぼな らない。そしてウガンダの人 が々世

銀の勧告をどのように受け入れ，現実のなかにどのよう

に発展させ．てゆくか。今後ウガンダの経済発展が， まだ

独立を達成していないケニアにどう影嬰し，いわゆる「東

アフリカ 3国」の将来をどのように動かしてい くか， 歴

史的なイギリス連邦への指向と，今後ますます強まって

いくと思われる世銀やアメリカとの関係がどのような結

びつきのなかで発展していくのか。将来に残された課題

はまことに大きいものがあるといわねばならない。

（アジア経済研究所調査研
究第 3部 常任専門委員

藤田弘二）




